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　北軽井沢の別荘地や八ッ場ダムを
有する観光・リゾート地の群馬県長野
原町。隣家まで歩いて30分かかるエ
リアもあり、住民同士の情報格差が
課題となっていた。そこで提供するの
が、地域アプリ「LGPF」だ。自治体か
らの一方向的な情報配信ではなく、
住民が日常的に利用したくなる仕組

　アパレル業界では、新規顧客の獲
得コスト向上などを背景に、ファン
ベースマーケティングによる既存顧客
の育成への注目が高まっている。これ
をAI・メタバースで実現するバーチャ
ルファッション体験サービスを東芝
テックが開発した。
　具体的にはまず、バーチャルAI接
客を提供できる。ユーザーは、外見や

みによる双方向型アプリである。
　住民や滞在者は、行政サービスの
情報や防災情報から、地域の飲食店
で利用可能なクーポンまでを取得可
能。住民や滞在者の属性に応じた情
報の出し分けが可能なほか、住民に
よるコンテンツ発信機能も搭載する。

話し方など、インフ
ルエンサースタッ
フの個性を備えた
AIと連続的な会話
を楽しめるという。
また、メタバースを
活用した体験型の
バーチャルファッ
ションショーなどの
ポップアップイベン
トも手軽に開催で
きる。ともにクラウドレンダリングを採
用し、スマートフォンのブラウザでリ
アルタイムな双方向コミュニケーショ
ンを提供可能だ。
　同社によれば、実際にサービスを

一方、自治体や事業者側は、個人情
報を収集せずにデータの蓄積・可視
化が行え、各種施策に活用できる。
　高齢化が進む中で普及率76％※を
達成し、情報格差解消とデジタル活
用促進を実現。他自治体への横展開
の実績も複数持つ。

体験をしたユーザーの40％以上が一
定期間内にブランドサイトへリピート
訪問。他のオンラインイベント施策と
比較して同等以上の効果が得られた
という。

普及率76％を達成した双方向型の地域アプリ

奨励賞 共創事業者 ｜ NTTドコモビジネス株式会社

LGPF（Local Government Platform）群馬県長野原町

導入活用目的
地域の情報格差解消とデジタル

活用促進、持続的な地域DXの実現
テクノロジ

スマートフォンアプリ、
アプリ開発サービス

AI・メタバースでアパレルブランドのファンを育成

奨励賞  

AI・メタバースを活用したバーチャル接客による顧客エンゲージメント向上への取組み東芝テック株式会社

導入活用目的
バーチャル接客・イベントで
ブランドロイヤルティを向上

テクノロジ
AI、メタバース、クラウドレンダリング

※2025年8月時点の住基人口に基づくダウンロード率

図　「LGPF（Local Government Platform）」の機能
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イベント/ゴミカレンダー
アンケート
健康アプリ

各種情報配信
店舗情報更新
アプリ利用者データ
人流データ
情報閲覧・クーポン
利用状況データ
健康データ

アプリから 
データを取得

データを元に
 施策を実施

住民の心地よい
体験を 継続する
サイクル

県が整備するデータ連携基盤や、民間企業が持つビッグデータとの連
携も可能で、LGPFダッシュボードはすべてのデータの出口となる

図　AI・メタバースを活用したバーチャル接客

（左）バーチャルAI接客のイメージ。生成AIを
活用し、その人らしい特徴で会話や動作を実
装する

（上）メタバースを活用した体験型のバーチャ
ルファッションショーのイメージ
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　漁獲量の減少が続いている。大き
な原因の1つが、沿岸の藻場の衰退・
消失によって海の生物多様性が損な
われる「磯焼け」現象だ。海水温の上
昇や栄養塩不足など、複合的な要因
で引き起こされる。
　藻場の再生が、持続可能な水産業
のカギだが、実は近年、別の観点から
も藻場への注目が世界的に高まって
いる。炭素の吸収源としてだ。
　海藻や植物プランクトンなど、海洋
生物の光合成等の作用によって海中
に取り込まれ蓄積された炭素は「ブ
ルーカーボン」と呼ばれる。ブルー

カーボン推進の動きは国内外で広
がっており、日本では藻場の保全・造
成活動によって吸収されたCO2量を
定量的に評価してクレジットとして認
証・販売する制度「Jブルークレジット」
が整備された。
　漁業事業者にとっては、藻場の保
全活動は、漁獲量の回復に必要なだ
けでなく、Jブルークレジットという新
たな収入源ももたらす。

AIでCO2吸収量を自動算出

　ただ課題だったのが、クレジット認
証の取得コストだ。海藻をどれくらい
増やしたのか、その実績を定量的に
報告する必要があるが、ダイバーや水
中ドローンを用いた従来の調査方法
は高コストである。
　そこで鳥羽商船高等専門学校は、
漁村の創生を目指し、国立研究開発
法人情報通信研究機構（NICT）の委
託研究として、ブルーカーボン貯留量

の自動計測システムを開発した。
　漁船側面への脱着が可能な水中カ
メラと画像収集装置を使用すること
で、日常的かつ継続的なデータ収集
が低コストで行える。市販のタブレッ
トと水中カメラを活用した基本ハード
ウェアの価格は約30万円。従来の方
法と比べて、調査の頻度と範囲を大
幅に向上でき、ダイバーが危険にさら
されることもない。
　収集した画像データは、海底の3D
計測と藻場の繁茂状況の把握に用
いる。藻類の種類の判別には、機械
学習の一種であるCNN（畳み込み
ニューラルネットワーク）を活用してい
る。CNNは画像認識に優れた手法
で、各種藻類の特徴を学習させるこ
とで、高精度な種別判別を実現した。
　また、藻場全体の分布や密度の詳
細把握には、これも機械学習の1つで
あるセマンティックセグメンテーショ
ンを活用。画像内の各ピクセルに対
してラベルを付与する手法で、藻類の
種類ごとの分布状況や密度をマッピ
ングできるようにした。
　これらの技術の組み合わせによ
り、海藻の種類ごとに体積を計算し、
CO2吸収量を自動算出できる。さら
に、藻類の種類ごとの分布状況を3D
マップ上に可視化し、藻場の状態変
化を時系列で追うことも可能だ。
　利用者からはシステムの使いやす
さや簡便性が高く評価され、環境保
全活動や地域経済の活性化への貢
献に期待が寄せられている。

水産資源の豊かさを支えるだけでなく、CO2 吸収源「ブルーカーボン」としても重要な役割を担う藻場─。日本で
も藻場保全活動によるCO2 吸収をクレジット化する制度が整備されたが、認証には藻場の状態を定量的に把握す
る調査が必要だ。この調査を低コストで可能にし、漁村に新収入源をもたらすため、鳥羽商船高等専門学校はAIによ
る画像解析を用いたブルーカーボン貯留量の自動計測システムを開発した。

漁船にカメラ搭載、AI解析でブルーカーボンの自動計測

導入活用目的
藻場の状態の自動計測を実現し、

漁村の環境保全と
新収入源の創出に貢献

テクノロジ
AI、タブレット、カメラ

アカデミー特別賞 共創事業者 ｜ 三重大学、三重県水産研究所、鳥羽市、KDDI株式会社、株式会社KDDI総合研究所

ブルーカーボン貯留量の自動計測システム鳥羽商船高等専門学校

図　「ブルーカーボン貯留量の自動計測システム」の全体像

オルソモザイクの地図上へのプロット藻場種類推定と面積算出

※オルソモザイク：多数の画像を歪み補正して真上から見た地図状に合成した画像データ

漁船による藻場観測

藻場識別・炭素貯留量算出 Webでの見える化

独自開発観測機
（iPad＋GoPro）

水中映像確認

オルソモザイクと3Dモデルの生成

オルソモザイク 3Dモデル


